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経営合理化の取り組みに関するお知らせ 
 

当社グループは、世界的な景気後退による経営環境の急速な悪化に対応するために、本日

開催の取締役会にて、来期に向けた経営合理化の取り組みとして、経費削減策を柱とした

下記の諸施策を実施することを決議し、経営体質の更なる強化を図ることといたしました

ので、お知らせいたします。 

 

記 

 

1. 人件費の削減 

(1) 役員報酬の減額 

常勤取締役の報酬については、既に本年 1 月度より 5%～15%の減額を実施してお

りますが、本年 3 月度より来期一杯を目処として、減額率を 15%～25%に引き上げ、

非常勤取締役については、5%の減額を実施いたします。 

また、監査役会より、監査役報酬の 5%～15%の自主返上の申し入れがありました

ので、併せてお知らせいたします。 

(2) 管理職年俸の減額 

管理職の年俸については、本年 4 月度より 1 年間を目処として、年俸の 5%～10%

相当額を減額いたします。 

(3) 早期退職制度の促進 

55 歳以上の正社員を対象とした早期退職制度の運用において、本年度中の制度適用

者に対し、退職慰労金の特別加算金支給等の特例措置を講じることにより、早期退

職を積極的に促進することといたします。 

(4) グループ人員の削減 

事業の選択と集中を進めるために、グループ人員の見直しを行なっており、既に今

期中に国内外グループ会社の人員約 60 名の削減を決定しておりますが、上記(3)の

早期退職制度の促進等を通じ、更にグループ計約 50 名の人員削減を実施すること

といたします。 



 

2. 国内外拠点の見直し 

(1) 国内拠点の集約 

これまで、事業拡大による人員増に伴い、分散化しておりました本社ならびに物流

拠点を、自社社屋へ集約することにより、業務の効率化を図り、賃借費用をはじめ

とした諸経費を削減いたします。 

(2) 海外事業の再構築 

海外事業の再構築のため、海外における製造事業からの一部撤退ならびに不採算拠

点の閉鎖を実施するとともに、不採算部門の縮小を併せて実施いたします。 

 

3. その他経費の削減 

上記のほか、交際費、業務委託費をはじめとした一般販売管理費について、それらの費

用対効果を十分精査し、平均約 16%削減を実施いたします。 

 

4. 今後の見通し 

今回の経営合理化策の今期への影響は、本日付けにて公表いたしました平成 21 年 3 月

期通期業績予想に織り込み済みでありますが、上記の取り組みを実施することにより、

来年度当社グループ全体で、年間約 25 億円の経費削減効果を見込んでおります。 

 

以  上 

 


